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1 .研究の目的
都市圏内部の人口移動の進行は、近隣地区の住民の年齢構成や社会・経済的属性の変化、諸施設の
立地変動、郊外化の進展、きらには都市圏自体の拡大といった、都市圏の空間構造にさまざまな変化
を引き起こす。こうした観点から、都市内、および、都市圏内部の人口移動現象の把握が重視きれ、
研究が蓄積されている。近年の日本の都市圏を対象とする人口移動研究の動向を整理すると、大都市
圏、ならびに、個人(世帯)のライフステージに焦点を当てた研究が活発で、あるように思われる。例
えば、渡辺 (1978a ， b) は、個人の住宅遍歴に 3 段階のステップがあると分析し、そこから住宅地域の
郊外化を説明している。林・冨田・根木 (1986) や川口 (1997) は、世帯のライフステージの進展に
伴う住居形態の変化や移動の方向、距離等を分析している。また、谷 (1997) は、個人の移動遍歴に
コーホートの概念を取り入れ、世代における移動傾向を見出そうとしている。この他、矢野 (1989)
や山田 (1992) らも、東京大都市圏を対象としてその中央部や周辺部にスポットを当てた研究を行っ
ている。
しかしながら、こうした既往の研究が分析対象としている大都市圏では、人口移動現象や都市社会
の諸変化が大規模かつ速やかに展開するため、そうした変化が都市圏の空間構造に与えた影響を比較
的明瞭に捉えやすい。これに対し、福井市を中心とする都市圏は、都市機能としての中心性から見て
も、空間的な範囲から見ても、中小規模の都市圏にすぎず、大都市圏で報告されているような人口移
動現象や都市圏内部の構造的変化が展開しているかどうかは明かでない。また、福井には東京や大阪
等の大都市とは異なる、独自の地域性や住民気質がある。例えば、①広面積の持ち家志向が強い。(福
井県の持ち家比率は76.5%で、全国第 6 位l、また、福井県の着工新設持ち家住宅の床面積は l 住宅当
たり 167.7m'で、全国第 2 位2) 、②高い女性の就労比率(労働力人口に占める女性の比率が福井県は56.
1%で、全国第 1 位3) 、③高齢の親族との同居率が高い (65歳以上の親族のいる世帯割合は4l. 0% で、
全国第 7 位4)、④自家用車の保有率が高い(福井県の人口千人当たりの自家用自動車保有台数は467.4
台で、全国第 8 位5) 、などである。福井都市圏での人口移動、さらには、都市圏の構造変化について、
こうした福井の特性と切り離しては考察し難い面がある。
福井都市閣のマクロ(集計的)な人口移動の概要は、国勢調査等の公刊データを用いて把握が可能
である。しかし、移動行動のメカニズムをも解明しようとすると、やはり、ミクロ(個人/世帯)レ
ベルで、収集されたデータが不可欠である。本研究では、福井都市圏における人口移動行動に関して、
次のような仮説を立て、世帯レベルのデータ収集と分析を行った。
(1) 川口(1997) が指摘するように、個人の住宅遍歴において、持ち家取得後の移動は極端に減る。
つまり、持ち家取得は住居移動のひとつのゴールであり、このことは福井都市圏でも同じである
と考える。
(2) 田中(1995) は福井市街地内部でドーナツ化現象が起こっていることを指摘しているが、これは、
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ライフスタイルの変化等によって、市街地中心部の古くからの住宅地がそのままでは住みにくく
なってきているためと考える。
(3) 福井都市圏の縁辺部は地価が安く、新規の一戸建て住宅の取得が比較的容易な条件の地帯である
と考える。
(4) (1)-(3)より、福井都市圏では、一戸建て住宅取得を目的とした中心市街地から都市圏縁辺部への、
人口移動流が存在すると考える。
以上の仮説に基づき、本研究では、福井都市圏周辺部の新興住宅地に焦点を当て、そこへの入居世
帯の移動行動を分析する。分析には、入居世帯への聞き取り調査から得た資料を用いる。入居世帯の
前住地、前住居、移動動機や居住地選択の理由、世帯のライフステージなどの検討を通じ、福井都市
圏における郊外化の現状とその意味を把握することを、本研究の目的とする。
調査対象住宅団地
サンライフ東中野(東中野)・・ .........a
コスモタウン志有権が丘(志摩がfi:)・・ ....b
ホープタウン図尻(図尻)・・...........・ .c
闘中団地{問中)・・ .................d
パークアベニューみのり l I (みのり}・・ .e
グリーンステートみのり | 
ニューウッドタウン高尾(高尾)・・ ........f
ディアヒルズけやき台(けやき台}・ ......g
サンライフ学園(学園)・・ ..............h
.、)./ 0 ・・……各市町村役場位置
0・H ・H・-福井市中心 OR福井駅)
10 20km 
第|図 福井市と各市町村の距離関係
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福井における居住地の郊外化がどのように進展しているのか、福井市中心市街地からの距離と関連
させながら、人口移動の実態を明らかにする必要がある。本章では、居住移動の面から人口の社会動
態に焦点をあて、福井都市圏における郊外地帯を特定し、最近の人口移動の動向を提示する。
田中 (1998) は、平成 7 年 (1995) までの傾向として、福井市中心市街地の人口が減少しつづけて
いること、福井市とそれに隣接する 11市町村との聞の純人口移動では、隣接市町村への流出超過で、
とくに福井市の北部に隣接する市町村でその傾向が顕著なことを明らかにしている。そこで、福井市
とその周辺市町村との聞での人口移動を距離帯ごとに整理し、第 1 図および第 2 図に示した。図中に
示した福井市と各市町村との距離は、 JR福井駅と各市町村役場との聞の直線距離である。
これによると、 5 -10km固と 10-15km闇にお
いては、最近10年間一貫して福井市からの人口
流出超過であるだけでなく、平成 8 年 (1996) 、
平成 9 年 (1997) を除き、その傾向が次第に強
まりつつある。とくに 10-15km圏では、平成 3
年 (1991) まで福井市に対する転入と転出がほ
ぼ同数であったが、それ以降は福井市からの流
入超過に変化した。また、福井市周辺の清水町、
永平寺町、鯖江市、朝日町といった市町は、約
10年前までは福井市への流出超過であったが、
最近では相当数の流入超過に転じている。これ
らの市町では、近年まとまった宅地開発が進ん
でおり 6、これが数字に表れている。本稿では、
こうした福井市周辺市町村での住宅立地を、福
井都市圏の拡大、すなわち、郊外化の進展とと
II. 福井都市圏における人口変動
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第 2 図 福井市と各市町村問の距離別転出入純量
(福井市からの転入福井市への転出)
注)各年版『福井市統計書』 福井市による
らえている。
15-20km圏においても近年は若干、福井市からの流入超過の傾向にある。しかし、その差はわずか
であり、福井都市圏の郊外化が進展しているとは見なし難い。また、福井市との聞の人口移動総数が、
平成 9 年 (1997) は 10-15km圏の 6 市町が2 ， 269人であるのに対し、 15-20km圏の 9 市町では 1 ， 347人
と少ない。つまり、この地帯では、住居移動に関する福井市との関連性が、その内側の地帯よりも相
対的にかなり弱くなる。そこで、本稿で対象とする福井都市圏の閤域には、この15-20km圏は含めな
いことにする。
以上の検討から、本稿では福井都市圏を、 JR福井駅を中心とする 15km圏とみなす。また、近年の動
向として、①福井市から周辺市町村への人口流出、②福井都市圏縁辺部7 (10-15km) における福井市
からの人口の流出超過から流入超過への転換、③①や②を促す要因が近年の住宅団地の開発であるこ
との諸点を指摘できる。なお、これらの諸点はあくまでも福井市全体に対する周辺市町村の動向であ
り、福井中心市街地との関係を示すものではない。しかしながら、田中 (1998) が指摘するように、
福井市人口の大半が中心市街地に集中していること、福井市中心市街地の人口が近年減少しつづけて
いることを考え合わせると、上記の諸点は福井市中心市街地に対する周辺市町村の動向と言い換えて
も、大きな問題はないと思われる。
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III. 調査対象地と調査方法
前章で明らかにしたように、福井都市圏では、「郊外イじ」現象が進行しつつある。では、そうした「郊
外化」の進展に寄与しているのは、どのような属性の人たちなのか。また、どこから、どのような理
由によって郊外へ移動しているのであろうか。本稿の第ーの目的は、福井都市圏の拡大に寄与してい
る住居移動行動を、より具体的に明らかにすることである。そこで、福井市内および周辺市町村で、
近年開発された新興住宅団地(ニュータウン)をいくつか選定し、それぞれの団地に居住する世帯で、
聞き取り調査を実施した。調査データに基づいて、個人(世帯)レベルで住居移動を分析することに
よって、都市圏拡大のメカニズムを明らかにしていきたい。 調査対象住宅団地は 8 か所で、福井市中
心部から見て方角的に偏らないように選定した:サンライフ東中野(以下、「東中野」と略)、コスモ
タウン志津が丘 (í志津が丘J) 、ホープタウン田尻 (í田尻J) 、田中団地 (í田中J) 、パークアベニュー
みのりとグリーンステートみのり(隣接しているので合わせて「みのり」と略)、ニューウッドタウン
高尾 (í高尾J) 、ディアヒルズけやき台 (íけやき台 J) 、サンライフ学園 (í学園J) (第 1 図参照)。な
お、北西方向は山間部で、まとまった規模の宅地開発がほとんど行われていない。
調査期間は、平成10年 (1998) 8 月 20 日 -10月 9 日で、原則的に平日の午後から夕方にかけて直接
住宅を訪問し、家人にアンケー卜への協力を依頼した。また、家人不在の家については、アンケート
の趣旨を明記した依頼文と記入例を添付した封筒をポストに投函し、翌日または翌々日、再度訪問し
回収した。訪問件数は、調査時点における 8 住宅団地のほぽ全世帯に当たる 547世帯Bで、そのうち218
世帯から有効回答を得た(回収率39.9%)0 218世帯中、 174世帯 (79.8%) が平成 8 年 (1996) 以降に入
居した新しい世帯である。
高尾では、他の団地と異なり、長期にわたって少しずつ入居が進んで、いる。これは開発 ・ 分譲して
いるのが地元の木材業者で、他の不動産業者のような強力な販売網を持たないこと、また、住宅建築
の際には、その業者の木材の使用が義務付けられていることなどによって、入居が一挙に進みにくい
条件となっている。
移動時における家族構成員数の平均は3 . 64人で、これは福井市全世帯平均3.04人よりかなり高いが、
福井市の持ち家・一戸建て世帯の平均3.63人とほぼ同じである 。 なお、本稿で示す世帯状況は、いず
れもそれぞれの世帯が移動した直後のものであり、聞き取り調査時点での状況ではない。
N. 新興住宅団地への移動に伴う生活条件の変化
1 . 福井市中心部からみた前住地の距離と方向
先に明らかにしたように、福井都市圏では、近年、郊外化が進行しつつある。したがって、今回の
調査で取り上げた福井都市圏縁辺部に建設きれた新興住宅団地は、福井市中心市街地から移り住む人
たちの主要な受け皿となっていると考えられる 。 他方、これらの新興住宅団地は、福井市都市圏の外
周に住む住民が、中心市である福井市により接近しようと移住する場であるとも考えられる 。 こうし
た考えに基づいて、本稿では、福井都市圏縁辺部には、福井市中心部からみて離心的な移動と求心的
な移動が集積するとの仮説を立てる。
この仮説を検証するため、入居者の前住居の位置を、 ]R福井駅を中心点として 5 km間隔の同心円構
造をなす 4 つの距離帯 (i= 1 -4) にプロ ッ トした。さらに、移動の方向特性についても分析するた
めに、前住地の福井市中心点に対する相対的な位置関係をもとに、セクター区分を行った(第 3 図) 。
すなわち、福井市の中心点からみて、前住地の方向を中軸にする角度90。を前住居セクター(セクタ­
A) 、逆に前住地と反対側の角度90。 を対向セクター(セクターC) 、両者の聞のそれぞれ90・ を隣接セク
ター(セクターB) と呼ぶことにする。以上のように 4 つの距離帯区分(i = 1-4 ) と、 3 つの方向
セクター区分 (A-C) を組み合わせて整理したものが第 1 表である。また、住宅団地ごとに前住地を
フ。ロ ッ トした1也図が第 4 図である 。
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F: < .IAi 前住即タ-
~幸司 Bi .....・隣自直セクター
医mm Ci .••.• 対向セクター
第 | 表 前住居の距離帯別・セクター別世帯数
単位 :世帯
福井市中心地からの距離帯( i ) 
l 2 3 4 合計
A 67 28 15 17 127 
セ B 51 5 。 5 61 ク
タ C 15 4 。 。 19 
合計 133 37 15 22 207 
(県外から移動の11世帯を除く)第 3 図 前住居と福井市中心地をもとにしたセクタ一区分
いずれの図表からも、福井都市圏縁辺部に位置する新興住宅団地が福井市中心部からの移動世帯の
受け皿となっていることがうかがえる。とりわけ、「みのり」・「高尾」を除く 6 つの住宅団地への移動
は、先に検討した福井市から周辺市町村への人口流出の一端をうかがわせる。
他方、福井都市圏外周の世帯がより福井市中心部へ向かう求心的移動は、福井市中心部からの離心
的移動と比べると、かなり少ない。住居移動全体としては、中心市街地から縁辺部へと向かう離心的
移動が卓越している。また、県外からの移動もわずかに見られるが、そのほとんどは転勤および退職
による「ふるさと U ターン」である。
各団地ごとに住居移動を検討してみる。まず、「田中」でいは福井市街地へより近づこうとする求心的
移動がかなり多い。「田中」は福井市中心部と、きらに小規模の地方中心都市で、ある武生市・鯖江市の
中心部との中間に位置している。したがって、福井市中心部から見れば求心的移動であっても、実際
は、武生市 ・ 鯖江市の中心部からの離心的移動の着地として「田中」が選択されているとも解釈でき
る。
これとは逆に「みのり」では、県外からの移動を除くと、 33世帯中30世帯 (90.9%) が、福井市中
心部からの移動であった。つま り、既成市街地の内部に建設きれた住宅団地の入居者のほとんどは、
中心部に住んでいた世帯が住み替えたものであるといえる。「みのり」の地価が高いことが、福井市中
心部以外からの移動を制約していると考えられる。また、「みのり」の場合、夫婦がその両親を伴って
入居した割合が25 .7% と高い(その他の住宅団地は 17.5%) ことも特徴である。
その他、「グリーンハイツ J (清水町)、「杉の木台J (福井市)、「つくし野J (福井市)など、以前、
新興住宅団地として住宅の立地が進んだ地区からの移動が顕著である。
次に、セクター区分による集計(第 1 表)によると、全体では前住居セクター内での移動が207世帯
中 127世帯 (6 1. 4%) と多くなっている。面積比からすると、前住居セクター 1 、隣接セクター 2 、対
向セクタ-1 の割合で移動世帯が期待できるが、これに比べると前住居セクター内での移動割合はた
いへん高い。この結果と、先の福井市中心部からの離心的移動が多いという結果を統合すると、市街
地の北部に住んでいた世帯はより北部へ、南部に住んでいた世帯はより南部へというように、同ーセ
クター内で離心的に移動する傾向があるといえる。これは、短距離移動を志向する傾向のほかに、各
世帯の土地観も影響していると思われる。これについては、後の「移動動機およひ映選択理由の分析」
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20 km 
4「十
////回
10 
(中心地より 10 km圏外)
住宅団地別にみた前住地の介布
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第 2 表
前住居の建築形態・所有形態別世帯数と割合
のなかで詳しく触れたい。
2 .前住居の建築形態と所有形態
住居移動は、前住居の位置だけでなく、その住居
の建築形態や所有形態にも影響されると考えられる。
そこで、建築形態については一戸建てと、アパート
やマンションのような集合住宅とに区分した。また、
所有形態については、持ち家と借家とに区分した。
これらの区分に従って前住居を整理したものが第 2
表である。この表では、比較のために福井市の全住
宅の建築形態・所有形態別世帯割合を示した。
借家からの移動が全体の60.1% (131世帯)を占め
ており、福井市全体の借家世帯率 (35.5%) よりも
かなり高い。また、建築形態別では集合住宅からの
移動が全体の46.8% (102世帯)を占め、これも福井
市全体の集合住宅率 (28.9%) を大きく上回る。借家や集合住宅に住んでいた世帯が、持ち家・一戸
建て住宅に移動するというパターンがうかがえる。また、持ち家からの移動の場合、そのほとんどが
一戸建て住宅であり、集合住宅からの移動はわずかであった。逆に借家からの移動の場合、その多く
が集合住宅であった。借家や集合住宅住まいのどのような要素が移動を引き起こす要因となるかにつ
いては、家族構成や移動動機とも関連きせて、次節以下でさらに詳細に分析する。
世帯数
) 調査全世帯に占める割合(%)
> : 福井市の割合(%)
一戸建て住宅 集合住宅 メ口L 計
83 4 87 
持ち家 ( 38.1) ( l. 8) ( 39.9) 
く 63.6> < 0.8> < 64.5> 
33 98 131 
借家 ( 15.1) ( 45.0) ( 60.1) 
< 7.5> く 28. 1> く 35.5>
116 102 218 
合計 ( 53.2) ( 46.8) (100.0) 
く 7l.1> く 28 .9> <100.0> 
上段
中段(
下段〈
3 . 移動時の世帯のライフステージ
新築一戸建ての購入およびそこへの移動は、資金のめどが立ったといった経済的な理由や、前住居
が古くなったといった物理的な理由、さらには転勤により移動せぎるを得なくなったといった仕事上
の理由等の他に、結婚、親からの独立、出産による家族の増加、子供の成長といった、世帯のライフ
ステージの進行が契機となっていることは明らかである。したがって、移動世帯のライフステージに
関する分析は、住居移動のメカニズムを解明するうえで、不可欠で、ある。
本稿では世帯主の年齢に焦点を当て、ライフステージを把握した。なお、本稿では、核家族(夫婦と
子供)の場合は、夫(いない場合は妻)、 3 世代家族の場合は、若い世代の夫婦の夫(いない場合は妻)
を世帯主とした。世帯主を年代別に区分し、先の前住居の所有形態と関連させて集計したのが第 5 図
である。
まず、移動世帯全体では、 30代が半数近くを占め、年長の世代ほど減少している。 20代、 30代を合
計すると、 147世帯(全体の67.4%) とな
り、新築一戸建て住宅への移動の中心は、
こうした若い世代である。
次に、所有形態を加味して検討すると、
30代で借家から移動した世帯が多数を占
めている。このことを 30代の一般的なラ
イフステージに即して考察すると、結婚
前まで、あるいは結婚後しばらくは借家
に住み、ある程度の貯蓄ができ、将来的
な収入の見通しが立ち始める 30代頃に、
地価の安い郊外に一戸建てを建てるとい
うパターンが、一つの典型として想像で
きる。また、この年代は、子供が増えた
80 60 
世帯主年齢別・前住居所有形態別移動世帯数
40 
世帯匹敵
20 
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り、成長したりする時期にあたるため、借家の狭い居住空間では生活しにくくなる時期でもある。
持ち家からの移動に注目すると、 20代の移動世帯数が最も多い。これは結婚と同時に、または結婚
後早い時期に親から独立するケースが多いことを意味する。移動による家族構成の変化を検討したと
ころ、 27世帯中20世帯がこのケースに相当していた。
以上をまとめると、移動の中心を成すのは20代-30代の若い世代であり、それは借家からの住み替
えや、親からの独立が主たる移動動機である。
4 . 移動後の通勤時間
住居移動先の決定にあたっては、家族の通勤事情を無視することはできない。とくに大都市圏の場
合、購入可能な土地が勤務先から遠く、多くの人が「遠距離通勤を覚悟の上でマイホームを持っかど
うか」の苦しい選択にせまられているのは周知の通りである。こうした事情は福井市都市圏でもあて
はまるのだろうか。確かに「東中野」や「志津が正」といった福井市中心部から比較的遠い住宅地の
住民からは、「とにかく安かったのでここに決めた」という声を多く聞いた。こうした住宅地は価格が
安い代償として、通勤が不便なのであろうか。
第 6 図は、調査した全世帯 (218世帯)
の住人のうち、仕事に従事している人
(344人)の通勤時間と交通手段を示した
ものである。これによると、通勤時間は
11-20分という人が最も多く、 30分以内
で通勤できる人の割合は88.9% (296人)
に達している。つまり、住居移動により
通勤に不便きを感じている人はほとんど
いないという実態が示されている。
また、全体の93.5% (319人)の人が自
家用車を利用している。これは福井市都
市圏縁辺部の公共交通機関が充実してい
ないことを反映しているが、換言すれば、
福井市都市圏では住宅を販売する側も購
入する側も、自家用車の利用を前提とし
ているといえる。
人
150 .---i E交通報|人数川
140 ト一二三士 I 自鉄家用道車 319 
120i 防Zヨ l パス 3 
自転車 9 
1∞ ~ 徒歩 4 
ωLー&自己弘一一-wh , 合併 341 
60 
40 
20 
0-10 11-20 21-30 31-岨・1-50 51-ω 刷四分
第 6 図 通勤時間別・交通手段別就業者数
* 勤務先が日によ っ て一定しない者は除いた。* 自宅労働者はO分として集計した。
*本交通手段を併用している場合は複数記織としたため、合計にずれが生じる。
**勤務先が一定でない場合でも、交通手段が一定している人は集計したロ
通勤先については、福井市に属する「みのり」および「高尾」を除いた 6 住宅団地の場合、福井市
への通勤比率が60.6% (6 住宅団地が属する 5 町の全住民の平均は33.3%) と高かった。逆に、 6 住
宅団地の自町内への通勤比率は12.6% (5 町の全住民の平均は44.8%) に過ぎず、「田尻」では自町(清
水町)内で就業している人は、回答のあった世帯でみる限り、皆無で、あった。以上の結果より、福井市
都市圏縁辺部の住宅団地は、福井市のベッドタウンとして機能しているといえる。
v. 住居移動の動機と入居地の選択理由
1 . 移動動機と前住居の所有関係
これまでの分析により、福井市都市圏縁辺部への居住移動について、福井市中心部から見た前居住
地と移動先との空間的位置関係や、移動に伴う居住内容(家族のライフステージ、住宅所有状況、住
宅形態)の変化が明らかとなった。また、それぞれの変化の内容を相互に関連付けながら、移動要因
についても推測してきた。ここではその移動要因について、調査で得た回答をもとに検討していく。
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第 7 図 前住居の所有形態別移動動機(複数回答)
牢 駐車スペースの不足を含む
*本 借地からの住み替えを含む
第 7 図は移動の動機を前住居の所有形態別にまとめたものである。全体的には「前住居が集合住宅
であったため」と「前住居が借家であったため」が、それぞれ移動動機の第 1 位、第 2 位となってい
る。これらの回答の裏には、集合住宅であるために部屋数が足りないとか、借家であるために自由に
改築ができないとかいった、さまざまな具体的不都合さが潜んでいると考えられる。そして、これら
の問題点が集約きれて、一戸建ての持ち家に住み替えたいという強い思いとなっているととらえるべ
きであろう 。 さらに、これらの回答からは、郊外に住むことになっても、一戸建ての持ち家を獲得す
ることは中心市街地に住む利便性と引きかえにできるだけの満足度をもたらすと見なされていること
もわかる。実際、調査をしていて、「郊外に出て何かと不便になった。」という声は、同居しているお
年寄りのごく一部から聞かれただけである。
「いままでの住居が狭かったため」という動機が第 3 位に挙げられているが、前住居の具体的な不
都合要素としてはこれが第 1 位である。この住居の狭きは、第 4 位に挙げられている「子供が増えた・
成長したため」という動機とも大いに関連している。他方、「結婚して、親から独立するため」と「親
と同居するため」という正反対の動機が挙げられており、新築・持ち家・一戸建てという共通項はあ
っても、それを選択する動機は世帯によってきまざまである。
次に、前住居の所有形態別に移動動機を検討する 。 第 7 図によると、持ち家の場合は「住居の狭き」
に加えて、「古き」も主要な移動動機となっている。つまり、住居の建て替え時期を迎えた世帯のなか
には、同じ場所での建て替えではなく、移動を含めた建て替えを行っている世帯が多いことがわかる。
その他、持ち家では「結婚して親から独立した生活をする」割合が借家に比べたいへん高くなってい
るのが特徴である。この「結婚して独立」 を移動動機として挙げた世帯主の年齢は、先に述べたよう
に20代が中心であり、これまで親と同居してきた聞の住宅の多くが持ち家であったことがわかる。ま
た、持ち家の回答の中には、土地が借地だったというものもあり、土地、住宅ともに自己所有したい
という希望が強いことがわかる。
これに対し借家の場合、「古き」はほとんど移動動機にはなっていない。また、「環境の悪き」や「通
勤等の不便き」を指摘した世帯も少ない。つまり、前住居であった借家は、住宅そのものや立地につ
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いてはほとんど問題なしただ、そこに住む世帯(世帯主の年齢層でいうと 30代が中心)のライフス
テージの進展で、住居が狭くなってきたり、一戸建ての持ち家に住みたいという希望が主要な移動動
機となっていることがわかる。
50代以上
40代
30代
20代
0'Ai 10唱 20也 3倒 40情 50也 60唱 70叫 80弛 90也 1α鴻
ロ狭さ
・借家からの住み替え
国結婚等で親から独立
回転勤・退職等
E古さ
E環境の悪さ
白子供の増加と成長
臼その他
回集合住宅からの住み替え
図通勤等の不便さ
図親との同居
第 8 図 世帯主の年齢別移動動機の割合
次に、世帯主の年齢別に移動動機の割合をまとめたものが第 8 図である。このグラフから、以下の
ことが明らかになる。①20代では「結婚等で親から独立」がもっとも主要な動機であり、これは他の
世代ではほとんど見られない動機である。 20代の移動を総括すると、「結婚により親から独立するケー
スが多く、その場合、前住居は持ち家である割合が高いため、『古い』、『狭い』といった住居そのもの
に不都合さを感じての移動は少ない」といえる。②年代が上がるにつれ、前住居の家屋そのものに対
する不満が多くなる。③子供数の増加や子供の成長が移動動機となるのは40代が最も多く、 50代以降
の年代ではあまり問題にならない。④50代以降では、仕事の都合による割合が高いが、これは退職を
機に出身地へ戻り、新居を構えるケースが多いことによる。
こうして検討していくと、同じ新興住宅地への入居であっても、各世帯のライフステージはきまざ
まであり、いろいろな動機で入居していることがわかる。結婚後すぐに親から独立し、新しい生活を
始めた20代の若い世帯、以前は借家に住んでいた場合が多いために一戸建ての持ち家志向が強〈、や
っとその夢をかなえた30代、子供の成長が移動に大きく影響している 40代、子育てがほぼ終わるとと
もに、今度は家の古きや狭きが目立つようになってきたために新築する、または、退職し、余生を出
身地で、過ごすために新築する 50代以上と、さまざまな世帯が集まって、新しい街を作り上げようとし
ている。
2 .入居地の選択理由
次に、住宅地の選択理由を検討する。第 9 図によると、価格の点で納得したという世帯が半数を超
えている。「みのり」を除き、多くの住宅団地は福井市街地から離れているため、地価が安〈、購入し
やすい価格となっていることがわかる。また、自然に恵まれ、静かで落ち着いた郊外の環境のよきを
挙げた世帯も多い。それでいて、移動により通勤が不便になったわけではないことは、前章で述べた
通りである。また、敷地面積を挙げた回答は、広さをセールスポイントにしている「志津が丘」への
入居者に多かった。きらに興味深いのは、「前の住居に近い」および í (夫または妻のどちらかの)実
家に近い」という回答をした世帯が、複数回答であることを考慮して集計すると、全体の 3 分の 1 (合
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1 職場・学校に近い
2 買物に便利
3 環境がよい
4 敷地面積が十分
5 価格が適当
6 販売会社の信頼性
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第 9 図 入居地の選択理由(複数回答)
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計74世帯)にも及ぶという点である。これら 2 つの理由は、どちらも以前からこの土地を知っていた
ということで共通しており、土地観や土地柄への親近感が移動先の決定に大きく関係していることが
わかる。また、実家に近いと都合がよい理由として、夫婦共働きの世帯が、子供を実家に預けて働き
に行きやすいという回答が多かった。共働きの比率が全国的にも高い福井の地域性が、ここに表れて
いる 。
VI. 福井都市圏中心部からの離心的住居移動
1 .移動世帯の典型像
これまで明らかにしたょっに、福井都市圏縁辺部の住宅団地は、福井市中心部から移動しようとす
る世帯の主要な受け皿となっていた。そこで本章では、この福井市中心部からの移動世帯に焦点を当
て、どのような特色がみられるか検討する。
まず、福井市中心部、福井都市圏縁辺部、福井都市圏外周部の各エリアからの移動世帯を、世帯主
年齢別、前住居の建築形態・所有形態別にグラフ化したものが第10図である 。 これによると、福井市
中心部からの移動世帯の前住居は、借家・集合住宅が多く、持ち家・一戸建ての割合が高いその他の
地域と対照的である。この福井市中心部の借家・集合住宅から移動した世帯について、その家族構成
を分析すると、夫婦およびその子供からなる、いわゆる核家族の世帯が大多数 (63世帯中、 55世帯)
を占めていた。また、学校年齢の子供がいる世帯の場合、長子の平均年齢は7.04歳であった。 つまり、
30代までは福井市中心部の借家・集合住宅に居住し、その後、長子が就学する頃に、福井都市圏縁辺
部の住宅団地へ一戸建ての持ち家を新築し、移動するというパターンが指摘できる。
持ち家・一戸建て住宅から移動した世帯に着目すると、福井市中心部では、 20代から 50代までの幅
広い年齢層で移動が行われている。これに対してその他の地域では、 20代から 30代に移動世帯が集中
しており、それ以上の年齢層で忌は極端に移動数が少なくなる。なぜ、このような差異が見られるのか、
各エリアの持ち家・一戸建て住宅からの移動動機に注目してみる(第11図)。福井市中心部とその他の
地域とでは、「住居の古き」を除き、移動動機にかなりの違いが見られる 。 具体的には、福井市中心部
では、「住居の狭さ」や「駐車スペースがない」といった面積的な問題や、「周囲の環境」の問題が動
機の中心である 。 しかし、これらの問題は福井市中心部以外の地域ではあまり主要な動機とはなって
いない。つまり、福井市中心部では、持ち家・一戸建て住宅であるにもかかわらず、住宅の狭き、駐
車スペースの不足、環境の悪き等の問題を抱えているため、そこを離れざるを得ない状況にあること
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第 10図 エリア別・世帯主年齢別移動世帯数
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第 11 図 エリア別の持ち家・一戸建て住宅からの移動動機(複数回答)
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がわかる。そして、これらの問題が世帯主の年齢に関係なく起こるため、幅広い年齢層で移動が行わ
れていると考えられる。これに対して、他の地域の持ち家・一戸建て住宅では、このような問題が少
ない。縁辺部と外周部の回答を合計すれば「結婚を契機とした親からの独立」という世帯のライフス
テージ上の動機が第 1 位で、 20代から 30代での移動が中心となっている。
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借家事が 5 k11圏内全体の
平均値 (42.4%) 以上の町峻
c. ・・・中心地点(J R領井駅}
持ち司E .. I草 l
一戸建て住宅 。 • 。 3回
集合住宅 A A 
第 12図 居住形態・所有形態別にみた前住地の介布
2 .前住地の地区特性
さらに、福井市中心部から移動した世帯の前住居分布の面から検討を加える。移動世帯の所有形態・
建築形態別前住地分布図(第12図)によると、福井市中心部からの移動には以下のような傾向が見ら
れる。①]R北陸線の東部は、北部と 0- 3 km圏以外はほとんど移動が見られない。②借家・集合住宅
は、 ]R北陸線の東部の他、西部および南部の 2 -4 kmの圏内に集中している。③持ち家・一戸建て住
宅は、北部を除き借家・集合住宅に固まれるように分布する。
①については、移動がみられない地域には住宅そのものが少ないということで説明できる。また、
②、③については、福井市中心部では借家・集合住宅、および、持ち家・一戸建て住宅の分布そのも
のに偏りがあるのではないかとの推測が成り立つ。そこで、平成 7 年国勢調査をもとに、福井市中心
部において、借家率がそのエリア内の平均値 (42.4%) 以上の町丁域を第12図中に示した。これによ
ると、借家の割合が高い地域は中央部分を取り囲むように分布し、先の推測がある程度実証きれたと
いえる。つまり、福井市中心部は、持ち家率の比較的高い最中心部(JR福井駅を中心点として okm-2 
km圏内)と、それを取り巻くように分布する借家率の高い地帯(同 2km-4km) とに大別することが
でき、それぞれに福井都市圏縁辺部の住宅団地へ移動する世帯が多いのである。
四.福井都市圏外周部からの求心的住居移動
福井都市圏縁辺部の住宅団地では、数は少ないものの、都市圏外周部(福井市中心部より 15km以遠
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の県内地域)からの入居も確認できた。外周部からの移動世帯数は22世帯で、これは県外からの移動
世帯を除く全世帯 (207世帯)の10.6%にあたる。先の第10図、第11図によれば、このエリアからの移
動には、次のような特色がある。①持ち家・一戸建て住宅からの移動が卓越しており、かつ、それら
の住宅は十分な広きをもっているため、住宅の狭きは全く移動動機に挙げられていない。②結婚を機
に移動する世帯が多く、その関係で20代、 30代での移動が多い。
これら 22世帯の前住居所在地を分析すると、次のような 2 つの地域に区分できる。 1 つは、金津町
や今庄町、美山町の山間部といった過疎化が進んでいる地域で、もう l つは、武生市や大野市、勝山
市の市街地にあって、ある程度の都市的生活は可能だと思われる地域である。
前者の場合、ほとんどが持ち家・一戸建て住宅からの移動であった。また、過疎地のため、通勤・
通学・買物などで不便を強いられていることが主な移動動機であった。なかには、夕、ムが建設される
予定で、その上流部ではとても生活が困難だと判断し、移動した世帯もあった。結婚して新しい生活
を始めるのを契機として、過疎地を離れ、利便性の高い生活を送ろうとする若い世帯が存在すること
が、これらのデータから明らかである。
後者の場合、福井市中心部と同じように借家や集合住宅から持ち家・一戸建て住宅に移り住もうと
する世帯もある一方で、、大野市や勝山市の市街地内の持ち家・一戸建て住宅に居住していたものの、
通勤先が福井市であり、そこへの通勤に時間がかかることを理由に移動した世帯もあった。
VIII. まとめ
本稿では、福井都市圏縁辺部、および福井市中心部に造成された住宅団地への入居世帯に対し、聞
き取り調査を行い、それを主たる資料として、住居移動に関する福井都市圏の近年の動向とメカニズ
ムを、より具体的に把握しようとした。今回の分析を通じて、以下の諸点を明らかにすることができ
Tこ o
①福井都市圏縁辺部に造成きれつつある住宅団地への入居は、福井市中心部から移動した世帯が約 6
割で、福井都市圏外周部からの移動が約 1 害IJであった。つまり、福井都市圏では居住の離心的移動
が、求心的移動を大きく上回っていた。
②移動の方向性については、福井市の中心点から見て、前住居のあ っ た方向(前住居セクター)内で
移動が完結するケースが多かった。
③借家や集合住宅に住む世帯は、持ち家・一戸建てに住む世帯に比べ、移動する傾向が強い。移動動
機においても、「借家や集合住宅を離れ、持ち家・一戸建てに住みたかったから」とする動機が卓越
しており、人々に強い持ち家・一戸建て志向があった。
④移動先の選択に当たっては、縁辺部の住宅の価格的な安きが魅力となり、中心市街地に住む利便性
を手放してでも郊外へ移動しようとする世帯が多かった。
⑤移動の中心は20代から 30代にかけての若い世帯で、中でも 30代の借家からの移動が卓越していた。
また、 40代以上は、年長の世代ほど移動数は減少傾向にあった。
⑥持ち家からの移動世帯は、結婚を機に親から独立した20代の世帯が多 く、その場合、前住居そのも
のに対する不満は少なかった。
⑦前住居への不満として最も 多 く挙げられていた移動動機は、「狭き」で、あった。 また、前住居への不
満を理由に移動する割合は年代が上がるにつれて高くなっていた。
⑧縁辺部の住宅団地に入居した人々は、他の福井市周辺市町村に住む人々に比べ、福井市内へ通勤す
る割合が高く、その通勤手段はほとんどが自家用車であ っ た。 また、通勤時間は 9 害IJ近くが、 30分
以内に収ま っ ており、住居移動によって通勤がより不便になっ た人はほとんどいなかっ た 。
⑨福井市中心部は、持ち家率の高い地区と、それを囲むように分布する借家率の高い地区とがあ っ た。
このうち持ち家率の高い地区では、住居の狭きや駐車スペースの不足、周囲の環境の悪き等を理由
に、幅広い年代層からの移動が目立った。 また、借家率の高い地区を含めた福井市中心部全体では、
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30代の借家 ・ 集合住宅からの移動が多かった。
⑬福井都市圏外周部からの移動は、結婚を機に親から独立する若い世帯が多く、過疎地からの移動も
みられた。
今回の聞き取り調査とその分析は、近年、福井都市圏で進行しつつある郊外化現象の一端である都
市圏縁辺部の住宅団地に焦点を当てたものである。本研究により、福井都市圏の郊外への居住移動の
実態をある程度解明できた。しかしながら、今回の調査で取り上げたのは、いわば、「都市圏の郊外地
帯に一戸建てを持ちたい」と考える人たちであり、年代や世帯構成の面からも、やや限定される集団
である 。 世帯や個人のタイプ、価値観は多様であり、住居移動に関してもさまざまな集団が存在する
はずである 。 例えば、最近、福井市中心部に次々と建設されつつある分譲マンションは、新たな求心
的住居移動を志向する集団が存在することを示唆している 。 このように、福井都市圏全体の居住移動
をより的確に捉えるには、きまざまな属性の集団についての分析が必要で、ある。
また、本研究では、前住地から現居住地への移動の分析が中心となり、個人の全ライフステージを
通じた住居移動の検討は行えなかった。 このことも、今後に残された課題である 。
[付記] 本稿は、福井大学大学院教育学研究科教科教育専攻社会科教育専修における平成11年度課題
研究(指導教官 杉浦和子)の一環として行った調査研究に基づくものである。現地調査および資料
収集に際しては、福井市役所の方々に大変お世話になった。ま た、福井大学地域環境研究教育センタ
ー長の服部勇教授には、本誌に発表の機会を与えていただいた。 記して御礼申し上げる 。
注
r平成 5 年住宅統計調査報告』総務庁統計局による 。
2 r平成 8 年建築統計年報』 建設省建設経済局による 。
3 r平成 7 年国勢調査』 による 。
4 r平成 7 年国勢調査』に よる 。
5 r平成 8 年自動車保有車両数』運輸省自動車交通局による。
6 福井市の宅地開発は中心市街地から外縁部へ連続的、同心円的に拡大しているわけではない。福井市の場合、都市
計画によって市街化区域の外側に市街化調整区域を設定し、この区域での宅地開発を規制している。それによって
福井都市圏における住宅地の拡大は、福井市内の市街化調整区域を飛び越えるという不連続な展開をしている。
7 みのりを除く 7 か所の住宅団地はいずれも 5 -15km圏に位置しており、本稿ではこの地帯を福井都市閤縁辺部、
さらにその外領IJ の地借を福井都市圏の外周部と呼ぶこと にする。また、 0- 5 km圏を福井市中心部と呼ぶ。 なお、
福井市の中心市街地のほぼ全域が、この 5 km圏内に含ま れる。
8 訪問件数には、再度訪問したときにも不在だった世帯は含めていない。また、けやき台と学園には、アンケートに
は応じてくださったものの、すべての項目を回答してはいただけなかった世帯がそれぞれ 1 世帯ずつあり、その数
は回収世帯数に含めていない。
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